
※網掛け部分の取組は資料編のみに掲載の取組です。

分野 政策 施策名 主な取組

取組名 取組説明

暮
ら
し

東
日
本
大
震
災
・
原
子
力
災
害
か
ら
の
復
興
・
再
生

複
合
災
害
か
ら
の
復
興
の
加
速
化
、

避
難
地
域
の
復
興
・
再
生

避難解除等区域における
生活環境等の整備に関す
る取組

避難解除等区域の道路等のインフラ施設、交通、医療、
介護・福祉、買い物、防犯等の生活環境等の整備によって、
避難解除等区域の復興・再生と住民帰還の促進を図りま
す。

避難解除等区域への新た
な活力の呼び込みに関す
る取組

避難解除等区域における移住・定住の促進や交流人口・
関係人口の拡大など、新たな活力を呼び込むための取組
を進めます。

帰還困難区域の避難指示
解除に関する取組

特定復興再生拠点区域について、国、自治体等と連携し、
避難指示解除へ向けて安心して帰還できる生活環境の整
備を着実に進めていきます。拠点区域外については、帰
還意向のある全ての住民が早期に帰還できるよう、国、
市町村等と連携しながら、除染や生活環境の整備を進め
ていくとともに、帰還困難区域全ての避難指示解除に最
後まで責任を持って取り組むよう国に求めていきます。

帰還困難区域の防犯・交
通安全対策に関する取組

関係市町村等と緊密に連携を図りつつ、パトロール活動、
防犯カメラ設置促進等の防犯対策を図ります。また、安
全で円滑な交通を確保するため、復興に伴い変化する交
通環境に応じた交通事故防止対策を行うとともに、信号
機・標識等の交通安全施設の整備等を推進します。

放
射
線
の
不
安
を
解
消
し
、
安
心
し
て
暮
ら
せ
る
取
組
の
推
進

除染等の推進に関する取
組

国、市町村等と連携し、除染により生じた除去土壌等の適正
管理と早期搬出、仮置場等の原状回復、除染後のフォローアッ
プ等を進めます。また、帰還困難区域の特定復興再生拠点区
域外について、帰還意向のある全ての住民が早期に帰還でき
るよう、市町村等と連携しながら、除染等を進めていくこと、
さらに、帰還困難区域全ての避難指示解除に向け、市町村等
の意向を十分にくみ取り、除染等について、最後まで責任を
持って取り組むことを、国に求めていきます。

農林水産物や食品中の放
射性物質管理による安全
性確保の取組

農林水産物・食品の継続的な放射性物質対策・検査や「ふ
くしまHACCP」導入普及等により放射性物質管理を行
うとともに、分かりやすい検査結果の情報提供等を行う
ことにより、安全・安心の確保を推進します。

汚染廃棄物処理に関する
取組

指定廃棄物や対策地域内廃棄物などの処理について、国
の責任において安全かつ確実に実施することを求めます。

放射線に係る情報発信や
調査研究に関する取組

環境創造センターにおいて、コミュタン福島やウェブサイ
トを活用し、放射線に係る情報発信を国内外に向けて行う
とともに、安全・安心につながる調査研究を推進します。

環境放射線モニタリング
に関する取組

関係機関と連携して、空間線量率や大気・水質・土壌な
どに含まれる放射性物質のモニタリングを継続的に行う
とともに、調査結果を福島県放射能測定マップに公開す
るなど、県民に分かりやすく公表します。

食品の放射性物質検査及
びリスクコミュニケー
ションに関する取組

食品の安全・安心を確保するため、住民の身近な公共施
設などに設置した放射能簡易分析装置による自家消費野
菜等の検査の実施を図るとともに、食品と放射能に関す
るリスクコミュニケーションを推進します。

ふくしまHACCP の導入
普及に関する取組
※暮らし分野（P222）に
再掲あり

全ての食品事業者に対し、放射性物質の情報管理を含む
本県独自の衛生管理手法「ふくしまHACCP（ハサップ）」
の導入を促すため、専用アプリや導入手引書を用いた指
導助言を行い、令和３（2021）年 6 月に制度化された
HACCPによる衛生管理への対応を図ります。
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※網掛け部分の取組は資料編のみに掲載の取組です。

分野 政策 施策名 主な取組

取組名 取組説明

暮
ら
し

東
日
本
大
震
災
・
原
子
力
災
害
か
ら
の
復
興
・
再
生

被
災
者
・
避
難
者
が
安
心
し
て

生
活
再
建
で
き
る
環
境
づ
く
り

避難者の生活拠点づくり
に関する取組

復興公営住宅の入居者が、地域と共に安心して暮らせる
よう、地域コミュニティの維持・形成のための支援を行
います。また、応急仮設住宅の供与が継続する大熊町及
び双葉町の避難者等の住宅の確保に向けた取組を行いま
す。

被災者のストレスケアに
関する取組

心のケアの専門職による相談支援、市町村への業務支援
等により、被災者の心的ストレスの解消を図ります。

避難者を対象とした相談
対応、情報提供、交流に
関する取組

本県の復興に向けた動きや支援の取組等について情報提
供を行うとともに、生活再建支援拠点等における相談対
応、避難者同士や避難者と避難先の地域住民などとの交
流事業等により避難者の抱える課題の解決に努め、帰還
や生活再建に資するよう取り組みます。

孤立防止に関する取組（避
難者見守り活動支援事業
の対象者のみ）

生活支援相談員を配置し、被災者の見守りや住民交流の
場の提供等を支援します。

被災女性、避難女性の悩
み・暴力相談に関する取
組

東日本大震災や原発事故に起因する女性の悩みや暴力等
の悩みについて、被災女性や避難女性が気軽に相談でき
る窓口を設けることによりこころの復興を推進します。

中
間
貯
蔵
施
設
事
業
の

推
進
と
安
全
確
保

県外最終処分への取組の
確認

中間貯蔵施設に搬入された除去土壌等について、法律に
より定められた中間貯蔵開始後 30 年以内の県外最終処
分が国の責任において確実に実施されるよう、国の取組
を確認します。

中間貯蔵施設の安全確保
に関する取組

中間貯蔵施設の状況確認、環境モニタリングなどを行う
ことにより、施設の安全運営に対する国の取組を確認し
ます。

被
災
者
・
避
難
者
の
事
業
再
開
支
援

被災企業の事業継続・再
開に関する取組

被災企業に対して、施設・設備などの復旧費用の補助や
資金繰り支援、雇用面の支援を行うことにより、県内移
転先や避難指示解除区域での事業継続・再開の取組を進
めます。

農林水産業における生産
基盤の復旧に関する取組

農林水産業における生産基盤の復旧に向けて、森林整備
と放射性物質対策を一体的に推進するほか、漁場内に残
存したがれき等の撤去や水産関連施設の整備、被災農地・
農業用施設等の整備等を進めます。

農林水産業者の事業再開
に関する取組

営農再開に向けた管理耕作、地域営農再開ビジョン作成
等の地域の状況に応じた取組や販路拡大、農業機械・施
設の導入などを支援します。また、沿岸・沖合漁業の復
興に向けた生産量の増大、販路の回復・開拓等の取組を
支援します。

営農再開の加速化に関す
る取組

国内で供給量拡大が求められている品目に着目し、高付
加価値生産を展開する広域的な産地の形成を進めます。

原
子
力
損
害
賠
償
の
完
全
実
施
と
円
滑
な

賠
償
請
求
に
対
す
る
支
援
の
実
施

賠償の相談などに関する
取組

原子力損害賠償に関する弁護士による法律相談などを行
い、円滑かつ迅速な賠償請求を支援していきます。

福島県原子力損害対策協
議会に関する取組

市町村、関係団体等と連携し、原子力損害賠償の完全実
施を国及び東京電力に求めていきます。
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※網掛け部分の取組は資料編のみに掲載の取組です。

分野 政策 施策名 主な取組

取組名 取組説明

暮
ら
し

東
日
本
大
震
災
・
原
子
力
災
害
か
ら
の
復
興
・
再
生

原
子
力
防
災
体
制
の
充
実
と

原
子
力
発
電
所
周
辺
地
域
の
安
全
確
保

緊急事態が発生した場合
に対する備えに関する取
組

広域避難を含めた原子力防災訓練を実施するほか、原子
力災害対策センターの適切な管理運営など、不測の事態
に備えた原子力防災体制の充実・強化を進めていきます。

廃炉に向けた取組・進捗
状況の監視に関する取組

中長期ロードマップで示された廃炉作業が安全かつ着実
に進められるよう、現地駐在や廃炉安全監視協議会、廃
炉安全確保県民会議などの取組により監視していきます。
現地での監視体制の強化について検討するとともに、廃
炉監視に的確に対応できるよう専門的知識を持った人材
の確保、育成に努めます。

使用済燃料や燃料デブリ
等の廃棄物への対応に関
する取組

国及び東京電力に、使用済燃料や燃料デブリ等の県外搬
出を求めるとともに、処分方法が決定していない放射性
固体廃棄物の取扱いについては責任を持って早急に具体
的な方向性を示すよう求めていきます。

ALPS 処理水への対応に
関する取組

ALPS 処理水については、国が前面に立ち、安全はもと
より国内外に向けた正確な情報発信や万全な風評対策等
に関係省庁が一体となって取り組むよう求めていきます。

風
評
・
風
化
対
策
の
強
化

県産農林水産物・県産品・
観光の風評対策に関する
取組

生産から流通・販売に至るまでの一連の取組と県産品・
観光の魅力と正しい情報の発信はもとより、ALPS 処理
水の処分方針の決定も踏まえ、将来に向け安心して事業
を継続できる基盤を一層強化することにより、「ふくしま」
ならではのブランドの確立や産地評価の回復、競争力の
強化を図るとともに、地域の魅力・復興への挑戦などを
発信し、観光誘客と教育旅行の誘致を進めます。

震災の記憶や教訓を後世
に伝承し、国内外に発信
する取組

東日本大震災・原子力災害の記録や教訓、復興のあゆみ
の過程を収集、保存及び研究し、風化防止に努めるとと
もに、復興祈念公園の整備等により震災の記憶と教訓を
後世に伝承し国内外に情報発信します。

関係機関、企業等との連
携・共創による効果的な
情報発信に関する取組

関係団体・企業、次世代を担う若者等、福島に思いを寄
せるあらゆる人々との連携により、ブランド力の向上や
６次化商品の磨き上げ、魅力ある観光コンテンツの開発
など新たな価値を創出するとともに、復興の歩みを進め
る本県の今と魅力を国内外へ発信し、共感の輪を拡げ、
農産物を始めとする県産品の販売促進と観光誘客に取り
組むことで、風評の払拭と風化の防止を図ります。

災
害
に
強
く
治
安
が
確
保
さ
れ
て
い
る
安
全
・
安
心
な
県
づ
く
り

災
害
に
強
い
県
土
の
形
成

道路ネットワークの強化
に関する取組

会津縦貫道などの整備により脆弱区間の代替路を確保す
るとともに、橋梁の耐震対策や落石対策などを推進しま
す。あわせて、電線共同溝の整備や新たな電柱の設置を
制限し無電柱化を推進することで、道路ネットワークを
強化します。

水災害対策に関する取組
頻発化、激甚化する水災害への対応として河川改修に取
り組みます。あわせて、流域全体としての流出抑制対策
や土地利用に応じた流域治水の強化に取り組みます。

土砂災害対策に関する取
組

土砂災害対策として、治山施設や砂防設備、地すべり防
止施設、急傾斜地崩壊防止施設の整備を進めます。

国土強靱化に関する取組
災害に強い県土づくりのため、国土強靱化地域計画に位
置付けた事業を積極的に推進するとともに、市町村の国
土強靱化地域計画の策定及び見直しの支援を行います。
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※網掛け部分の取組は資料編のみに掲載の取組です。

分野 政策 施策名 主な取組

取組名 取組説明

暮
ら
し

災
害
に
強
く
治
安
が
確
保
さ
れ
て
い
る
安
全
・
安
心
な
県
づ
く
り

災
害
に
強
い
県
土
の
形
成

農業用ため池の強靱化に
関する取組

農業用ため池の防災工事等のハード対策と、ハザードマッ
プ作成や地域住民への啓発活動等のソフト対策を適切に
組み合わせることにより防災・減災対策を推進します。

水道施設の災害対策に関
する取組

頻発化、激甚化する地震・風水害等の災害への事前対応
として、水道施設の耐震化や浸水・土砂・停電対策の取
組を支援します。

学校施設の耐震化・老朽
化対策に関する取組

市町村の実情を踏まえながら、小・中学校施設の耐震化
が早期に完了するよう支援します。また、老朽化してい
る県立学校においては、長寿命化計画に基づく施設整備
を実施するとともに、将来の生徒数と教育ニーズに応じ
た施設保有量（規模）の最適化を推進します。

地
域
防
災
力
の
強
化
と
充
実

地域における防災力向上
の推進に関する取組

地域の防災リーダーの育成や自治会組織を単位とした地
区防災計画作成の支援に加え、教育機関や自治会組織等
に対する防災講座等の啓発活動を強化し、高齢化が進む
地域における地域防災力に資する体制の強化を図り、民
間事業者との協働を含め、地域に根ざした共助の取組の
定着・深化を目指します。また、市町村における避難行
動要支援者避難支援個別計画の策定などを支援します。

東日本大震災・原子力災
害を踏まえた教育に関す
る取組や廃炉へ向けた人
材育成への取組

震災の教訓をいかした道徳教育、児童生徒や地域の実態
に応じた放射線教育、防災意識の高揚や災害時に主体的
に判断し行動する力などの育成を目指した防災教育、医
学・産業・廃炉の基盤となる理数教育など、東日本大震災・
原子力災害を踏まえた教育を推進します。

災害事例の自分事化によ
る一人一人の防災意識を
高める取組

「災害は自らに起こりうること」という前提の下、各種の
研修やセミナー、動画配信など様々な機会や媒体を活用
し、家庭及び生活する地域の中での防災に対する意識を
高めるほか、避難場所やタイミングをあらかじめ定める
「マイ避難」の取組の周知啓発を通じて一人一人の防災意
識の向上を促すとともに、適切で迅速な避難行動の推進
を図ります。

県及び市町村の地域防災
計画の見直しに関する取
組

頻発化・激甚化する自然災害に的確に対応するため、県
地域防災計画の見直しと市町村地域防災計画の修正支援
を行います。

危
機
管
理
体
制
の
強
化

災害時の初動体制の整備
に関する取組

防災等の訓練や必要な燃料・物資の備蓄、消防防災ヘリ
及び道の駅の機能向上等に努めるとともに、災害協定の
締結や関係機関及び事業者との連携強化を図り、災害対
応力の向上に努めます。

適切な情報発信に関する
取組

総合情報通信ネットワークの充実強化や県民に分かりや
すい防災情報の発信の在り方について検討を進めます。
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